
［要約］

１．銀行の店外ATMは銀行と顧客をつなぐ重要なチャネルとしてこれまで安定した発展

を遂げてきている。地銀の店外ATM設置箇所数は最近１０年間で年間約１，０００ヶ所のス

ピードで増加しており、１９９９年３月には１６，６２５ヶ所に達している。また、地銀の有人店

舗数に対する店外ATM設置箇所数の比率は１９９９年３月には約１３３％となっており、地銀

が積極的に店外ATMを展開してきたことが伺える。

２．地銀の店外ATMの展開に影響を与える要因として銀行の有人店舗数に焦点を当てて

分析を行った。その結果、地銀全体では�１預金残高に対する有人店舗数の比率が低い銀

行ほど店外ATM比率が高い、�２可住地面積に対する地銀有人店舗数の比率が低い地域

の銀行ほど店外ATM比率が高い、�３地域内の地銀有人店舗数に対する自行有人店舗数

の比率が低い銀行ほど店外ATM比率が高い、�４地域内の地銀有人店舗数に対する大手

行有人店舗数の比率が高い地域の銀行ほど店外ATM比率が低いことが示された。

３．最近では銀行が異業種との提携を通してATM網を広げていく動きが活発になってき

ている。このうち郵貯ATMとの提携については２万４千以上という郵便局の広大な

ネットワークもさることながら、それが全国にくまなく展開されていることが大きな特

徴であり、地域を問わずどの地銀にとってもネットワーク拡大のメリットが期待できる。

４．コンビニATMについては、家の近くで気軽に立ち寄れるという身近さと多くの店が

年中無休で２４時間営業という点が大きな魅力となっており、郵政研究所のアンケートで

もATMがあったらいいと思う場所のトップはコンビニとなっている。既にサービスを

開始しているイーネットは、２００１年３月にはATM設置店舗を５，０００に拡大する予定であ

る。

５．今後の地銀の店外ATM展開は、これまで以上に効率を重視した配置を行う傾向が強

まると思われる。一方コンビニATMは今後さらに活発な展開が予想されるが、銀行に

とってはコストが低い反面、銀行とコンビニという異業種間の利害が一致しない場合も

想定され、自前の店外ATMと比較して若干不安定な要素があることも否定できない。

したがって、コンビニATMに参加する銀行にとって、今後は自前の店外ATM網の効

調査・研究

地方銀行の店舗外ATM・CD展開１）

第二経営経済研究部研究官 奥田 健一

１）本稿の作成にあたっては、成城大学経済学部村本孜教授より貴重なご指導、ご助言をいただきました。ここに記して感謝申し
上げます。

５ 郵政研究所月報 ２０００．６



１ はじめに

１９７３年に日本で初めて銀行の店舗外CDが導入

されて以来、店舗外CD・ATM（以下、「店外

ATM」）は銀行と顧客をつなぐ重要なチャネルと

して安定した発展を遂げてきている。ATMでの

現金の入出金や残高照会は顧客が銀行で行う手続

きで最も頻度が高いものであり、その手続きを有

人店舗だけでなく、ショッピングセンターや繁華

街など方々に設置された店外ATMで手軽に行え

ることが顧客の利便性向上に大きく貢献している

ことは言うまでもない。また店外ATMは有人店

舗を開設するよりもはるかに安いコストで多数の

拠点を作り上げることができる点で銀行にとって

も非常に重要な役割を果たしている。本稿の対象

となっている地方銀行においても、地元の顧客に

密着したサービスを提供するべく、各銀行がそれ

ぞれの営業地域の状況や戦略に応じて店外ATM

の展開を進めてきている。

しかしながら、最近ではインターネットバンキ

ングやテレホンバンキングに代表される顧客チャ

ネルの多様化やイトーヨーカ堂、ソニー、トヨタ

といった異業種からの銀行業参入等の動きにより、

銀行の経営環境に大きな変化が起こり始めている。

その中でも特にコンビニエンスストア（以下、「コ

ンビニ」）内に設置されたATM（以下、「コンビ

ニATM」）を中心としたこれまでにはなかったタ

イプのATMの出現は今後の地方銀行の店外

ATMの展開動向に大きな影響を与えるものと思

われる。

このような状況をふまえ、本稿では、まず地方

銀行全体のこれまでの店外ATMの展開状況につ

いて概観した後、地方銀行の店外ATMの展開に

影響を与えてきた要因について、主な銀行の有人

店舗数に焦点を当てて分析を行う。その後、最近

の店外ATMの展開に関連する動きとして、郵貯

ATMとの提携やコンビニATMの現状について

触れ、最後に今後の展望を述べることとしたい。

２ 地方銀行の店舗外ATM・CD展開状況

２．１ 店外ATM設置箇所数と店外ATM比率の推

移

第二地方銀行（以下、「第二地銀」）を含めた地

方銀行（以下特に断りのない限り、第二地銀を含

めて「地銀」と呼ぶこととする）全体の店外ATM

の最近１０年間の設置箇所数の推移を見てみると、

年間約１，０００ヶ所のスピードで増え続けており、

１９９９年３月には１６，６２５ヶ所に達している。同時期

の都市銀行は４，９７７ヶ所、信用金庫は５，４６２ヶ所で

あり、台数では地銀は他業態を圧倒している。一

方、地銀の国内有人店舗数に対する店外ATM設

置箇所数の比率（以下、「店外ATM比率」）は、

国内有人店舗数が最近１０年間は１２，０００～１３，０００で

安定していることから、設置箇所数と同様に一貫

して増加を続けている。１９９６年には店外ATM設

置箇所数が有人店舗数を上回ることとなり、１９９３

年３月の店外ATM比率は約１３３％となっている

（図表１）。同時期の都市銀行は約１６６％、信用金

庫は約６３％となっており、大都市圏で集中的に店

外ATMを展開している都市銀行よりは比率は低

いものの、地銀も積極的に店外ATMを展開して

きたことが伺える。

なお、本稿においては店外ATM設置箇所数は、

企業内に設置されたATM・CDも含んだものと

なっている。企業内ATM・CDについては基本的

にその企業に勤める人しか利用することはなく、

率化と同時にコンビニATMと自前のATM網とをどのように効率的にバランスさせて

いくかが課題になると思われる。
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一般の店外ATMとは若干性格が違う面もあるが、

ここでは広い意味での店外ATMに含めることと

する２）。

２．２ 業態別推移

上で見た店外ATM設置箇所数と店外ATM比率

の推移を第二地銀以外の地銀（以下、「地銀６４行」）

図表１ 店外ATM設置箇所数と店外ATM比率の推移

出所：ニッキン資料年報より作成

図表２ 店外ATM設置箇所数と店外ATM比率の推移（地銀６４行）

出所：ニッキン資料年報より作成

２）ニッキン資料年報の１９９６年版（１９９５年３月のデータを収録）までは、店外ATMのうち企業内ATMを区別して表示していたが
１９９７年版からはその区別がなくなったため把握が困難となった。なお参考までに１９９５年３月の地銀の店外ATM総数に占める
企業内ATMの割合は約１２．７％となっている。
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と第二地銀とに分けると（図表２）（図表３）の

通りである。

まず、地銀６４行については、１９９９年３月の店外

ATM設置箇所数は１１，４９６ヶ所、店外ATM比率

は約１４６％となっており、１９９５年には店外ATM設

置箇所数が有人店舗数を上回っている。個別行で

見ると、店外ATM設置箇所数が最も多いのは福

岡銀行で３５１ヶ所、最も少ないのは大阪銀行で１７

ヶ所となっている３）。また店外ATM比率が最も

高いのは大垣共立銀行で２２３．７％、最も低いのは

図表３ 店外ATM設置箇所数と店外ATM比率の推移（第二地銀）

出所：ニッキン資料年報より作成

図表４ 地銀店外ATM比率の都道府県別分布（銀行所在地ベース）

出所：ニッキン資料年報より作成
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東京都民銀行で２２．８％となっている。

次に第二地銀については、１９９３年３月の店外

ATM設置箇所数は５，１２９ヶ所、店外ATM比率は

約１１１％となっており、この年初めて店外ATM設

置箇所数が有人店舗数を上回ることとなった。個

別の銀行で見ると店外ATM設置箇所数が最も多

いのは北洋銀行で４２４ヶ所、最も少ないのがわか

しお銀行で１ヶ所となっている４）。また店外

ATM比率が最も高いのは福岡シティ銀行で

２３５．２％最も低いのはわかしお銀行で２．９％となっ

ている。

地銀６４ヶ所と第二地銀を比較すると、店外

ATM設置箇所数、店外ATM比率ともに１０年間

一貫して地銀６４行が第二地銀を上回っているが、

増加の割合で見ると箇所数、比率ともに第二地銀

の方が高くなっている。

２．３ 店外ATM比率の都道府県別分布

次に、地銀全体の１９９９年３月の店外ATM比率

の都道府県別分布をみると（図表４）の通りであ

る。但しここでいう都道府県とは、店外ATMや

有人店舗そのものが所在している都道府県ではな

く、店外ATMや有人店舗を置いている銀行の本

店が所在する都道府県ベースのため、実際の分布

状況とは若干異なっている点、留意する必要があ

る５）。

店外ATM比率の分布を見ると、全体的には東

高西低の傾向が見てとれる。また東京や大阪と

いった大都市圏の地域では特に比率が低く、最も

比率が低い東京都では約２１％となっている。逆に

最も比率が高いのは青森県で約２１０％となってい

る。

３ 店外ATM展開に影響を与える要因の分析

３．１ 分析方法

ここでは、前節で概観した店外ATM比率に影

響を与えている要因として銀行の有人店舗数に焦

点を当てて分析を行う。具体的には９９年３月期の

個別銀行の店外ATM比率６）を被説明変数に置き、

説明変数には各行個別の要因と、各行の本店が所

在する都道府県（以下「本拠地」）の地域特性に

関する要因として以下の項目を置いて最小二乗法

による推計を試みる。

まず各行個別の要因として、各行の預金残高に

対する有人店舗数の比率を考える。これは、一般

に店外ATMは有人店舗の補完的役割を果たして

いると考えられているが、預金残高に対する有人

店舗数の比率の大小がそのような役割に対して与

えている影響を見るものである。

次に本拠地の地域特性に関する要因として、�１

本拠地の可住地面積に対する（他行を含む）地銀

有人店舗数の比率、�２本拠地の人口に対する地銀

有人店舗数の比率、�３本拠地の地銀有人店舗数に

対する自行有人店舗数の比率、�４本拠地の地銀有

人店舗数に対する大手行（都市銀行、長期信用銀

行、信託銀行）有人店舗数の比率、�５本拠地の地

銀有人店舗数に対する信用金庫有人店舗数の比率

を考える。�１については、可住地面積をベースに

した地銀有人店舗の密度が店外ATMの展開に与

える影響を見るものであり、�２については、人口

をベースにした地銀有人店舗の密度が店外ATM

の展開に与える影響を見るものである。�３につい

ては、地銀有人店舗数に対する自行有人店舗数の

３）但し大阪銀行は２０００年４月に第二地銀の近畿銀行と合併して近畿大阪銀行となった。
４）北洋銀行の数が多いのは、１９９７年に経営破綻した北海道拓殖銀行の道内の資産等を引き継いだ特殊要因によるものであり、
１９９８年３月末では１８７ヶ所である。

５）たとえば、横浜銀行の店外ATMであれば、それが東京都内に設置されたものであっても神奈川県の店外ATMにカウントされ
ることになる。

６）但し北洋銀行については脚注４で述べた特殊要因があるため、１９９８年３月のデータを使用する。
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比率を置くことにより、本拠地内における自行と

他地銀との勢力関係が店外ATM展開に与える影

響を見るものである。また、�４と�５については地

銀有人店舗数に対する大手行有人店舗数比率と信

用金庫有人店舗数比率を置くことにより、本拠地

内における他業態の金融機関の勢力の強さが地銀

の店外ATM展開に与える影響を見るものである。

なお、地銀の中には本拠地以外にも隣接県を中心

に強固な営業基盤を有する銀行もあり、そのよう

な場合は厳密には本拠地以外の地域も含めて上述

の要因分析を行うべきと思われるが、全体的には

本拠地が地銀各行の営業基盤として圧倒的な割合

を占めていることに鑑み７）、ここでは本拠地以外

の事情は無視することとする。

３．２ 使用データ

推計の対象銀行については、９９年３月の時点で

経営が破綻している地銀及びその受け皿となって

いる銀行を除く１２２行（地方銀行６４行、第二地銀

５８行）である。また、データは預金残高について

は日経NEEDSのデータ、国内有人店舗数や店外

ATM設置箇所数についてはニッキン資料年報の

各年版を利用した。なお、各説明変数においては、

１９９５年～１９９９年の５年間の平均値を採用してお

り８）、各項目の記述統計量は（図表５）の通りで

ある。

３．３ 推計結果

推計結果は（図表６）の通りである。各説明変

数の符号を見ると、預金残高に対する有人店舗数

図表５ 各変数の記述統計量

Mean Maximum Minimum Std. Dev. Sample

TENGAI １．２７２４８ ２．３５２１１ ０．０３８９６１ ０．５２２２４ １２２

BR／DEPO ０．０７３９８８ ０．１６８０９ ０．０２１６２６ ０．０３１２０９ １２２

BK／KAJU ０．１６２２８ ０．５６８４５ ０．０１５９８４ ０．１２２１４ １２２

BK／POPU ０．１３１１６ ０．２１８８９ ０．０３４５５８ ０．０４７５７４ １２２

JIKOU ０．３０９３０ ０．９２３７４ ０．０２２３０５ ０．１７３２６ １２２

OTEBK ０．２６４９０ ２．９０４６５ ０．００４９７１２ ０．６００７４ １２２

SHINKIN ０．６３０５５ ２．１００１２ ０．１０６８３ ０．４６３１０ １２２

TENGAI ：１９９９年３月の各行の店外ATM比率

BR／DEPO ：各行の預金残高（単位１０億円）に対する有人店舗数の比率（過去５年間平均）
BK／KAJU ：本拠地の可住地面積に対する地銀有人店舗数比率（過去５年間平均）
BK／POPU ：本拠地の人口（単位千人）に対する地銀有人店舗数比率（過去５年間平均）
JIKOU ：本拠地の地銀有人店舗数に対する自行有人店舗数比率（過去５年間平均）

OTEBK ：本拠地の地銀有人店舗数に対する大手行有人店舗数比率（過去５年間平均）

SHINKIN ：本拠地の地銀有人店舗数に対する信用金庫有人店舗数比率（過去５年間平均）

図表６ 推計結果

推 計 値 ｔ 値

C ２．１７６８０＊＊＊ ７．８８９５２

BR／DEPO －７．３５８４９＊＊＊ －４．８９８９６

BK／KAJU －２．０５７９０＊＊＊ －５．３３０２４

BK／POPU １．８４４６８＊＊＊ １．６２２８９

JIKOU －０．６３４９３７＊＊＊ －２．２１７７５

OTEBK －０．３３９２３８＊＊＊ －３．０４５９２

SHINKIN ０．０２９１４４＊＊＊ ０．１９４７７７

AdjR２ ０．４９６６４７＊＊＊

＊＊＊…１％水準で有意 ＊＊…５％水準で有意 ＊…１０％

水準で有意

７）特に最近では、本拠地以外の支店を閉鎖したり地元の銀行に営業譲渡する等、本拠地回帰の姿勢を鮮明にする銀行が増えてき
ている。
８）但し北洋銀行と北海道については、脚注４で述べた特殊要因があるため９５～９８年までの４年間平均としている。
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の比率、可住地面積に対する地銀有人店舗数の比

率、地銀有人店舗数に対する自行有人店舗数の比

率、地銀有人店舗数に対する大手行有人店舗数の

比率の４つが有意にマイナスであった。これは、

�１預金残高に対する有人店舗数比率が低い銀行ほ

ど店外ATM比率が高く、預金の入出金や振込と

いった銀行の日常的な取引において店外ATMが

有人店舗の補完的役割を果たしている、�２可住地

面積ベースでみた本拠地の地銀有人店舗の密度が

低い地域の銀行ほど店外ATM比率が高く、店外

ATMが有人店舗ではカバーしきれない地域の隙

間を埋める働きをしている、�３本拠地内において

自行の有人店舗数が他の地銀より少ない銀行ほど

店外ATM比率が高く、積極的な展開を行ってい

る、�４大手行の勢力が強い地域では店外ATMの

展開も大手行が集中して行っている影響で地銀は

店外ATMを積極的に展開していないことを示し

ている。

一方、人口に対する地銀有人店舗数の比率と地

銀有人店舗数に対する信用金庫有人店舗数の比率

の符号はプラスであるが有意ではなく、人口ベー

スでみた本拠地の地銀有人店舗の密度と本拠地に

おける信用金庫の勢力の強さは店外ATMの展開

に対して有意な影響を及ぼしていないことを示し

ている。

次に各変数はそのままで対象行を地銀６４行と第

二地銀に分けて推計を行った結果は（図表７）の

通りである。地銀６４行では各説明変数の符号等は

地銀全体で行った場合とほぼ同じであるが、第二

地銀では一部の変数の符号が入れ替わっているほ

か、預金残高に対する有人店舗数の比率と可住地

面積に対する地銀有人店舗数の比率以外の変数は

有意ではなくなっている。

４ 最近の展開

４．１ 他業種との提携の動き

前節で地銀各行の店外ATM展開に影響を与え

る要因についての検討を行ったが、これは基本的

に従来から行われてきた自前の店外ATMの展開

に関するものであった。しかしながら、最近では

郵貯ATMとの提携やコンビニATMに代表され

るように、銀行が異業種との提携を通してATM

網を広げていく動きが活発になってきている。そ

の背景としては、リテール分野においていかに低

コストで顧客との接点を増やし利便性を高めるこ

とができるかが銀行の大きな課題になっているな

かで、幅広いネットワークで顧客の生活に密着し

た郵便局やコンビニといった店舗のスペースを利

用することによって自前の店外ATMを展開する

よりもさらに安いコストで効率的にネットワーク

図表７ 地銀６４行と第二地銀に分けた場合の推計結果

＊＊＊…１％水準で有意 ＊＊…５％水準で有意 ＊…１０％水準で有意
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の拡大が図れることが挙げられる。但し、同じ異

業種との提携と言っても、郵貯ATMとの提携に

ついては、預貯金を扱う機関の既存のATM網を

利用するという意味で、これまでの銀行間のオン

ライン提携と共通する面があり、この点コンビニ

ATMとは性格が大きく異なっている。以下では

最近の両者の動向について概観することとしたい。

４．２ 郵貯ATMとの提携

郵貯ATMと民間金融機関のATMの提携サー

ビスは１９９９年１月に開始された。当初５８であった

提携金融機関の数は２０００年５月には１，６００以上に

のぼる見込みであり、その業態も銀行や信用金庫

といった預金業務を扱うものから保険会社、証券

会社、信販会社等多岐にわたっている。地銀では

２０００年４月現在で（図表８）の６０行が郵貯ATM

図表８ 郵貯ATMとの提携を実施済の銀行（２０００年４月現在）

地方銀行（１３行） 第二地方銀行（４７行）

北 海 道 銀 行 北洋銀行 大光銀行 和歌山銀行 長崎銀行

荘 内 銀 行 札幌銀行 長野銀行 島根銀行 九州銀行

武 蔵 野 銀 行 福島銀行 福邦銀行 トマト銀行 熊本ファミリー銀行

千 葉 興 業 銀 行 東和銀行 静岡中央銀行 せとうち銀行 豊和銀行

東 京 都 民 銀 行 栃木銀行 中部銀行 広島総合銀行 宮崎太陽銀行

北 越 銀 行 茨城銀行 岐阜銀行 西京銀行 南日本銀行

ス ル ガ 銀 行 つくば銀行 愛知銀行 徳島銀行 沖縄海邦銀行

大 垣 共 立 銀 行 京葉銀行 中京銀行 香川銀行 八千代銀行

泉 州 銀 行 東日本銀行 第三銀行 愛媛銀行

肥 後 銀 行 東京相和銀行 びわこ銀行 高知銀行

琉 球 銀 行 わかしお銀行 大正銀行 福岡シティ銀行

沖 縄 銀 行 神奈川銀行 なみはや銀行 福岡中央銀行

近 畿 大 阪 銀 行 新潟中央銀行 奈良銀行 佐賀共栄銀行

出所：郵便貯金ホームページより作成

図表９ 郵便局数の都道府県別分布

出所：ニッキン資料年報より作成
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との提携を実施済である。

サービス内容は基本的には現金の引き出しと残

高照会であるが、一部の銀行では現金の入金も可

能となっている。利用可能時間は銀行によって若

干の違いはあるが、平日は午前８時から午後９時

まで、土日祝は午前９時から午後５時までという

パターンが最も多くなっている。

郵便局は２万４千以上という広大なネットワー

クもさることながら、それが全国にくまなく展開

されていることが大きな特徴である。（図表９）

は郵便局数の都道府県別分布であるが、最も多い

北海道では１，５５６、最も少ない沖縄県でも１９２の郵

便局が存在しており、地域を問わずどの地銀に

とってもネットワーク拡大のメリットが期待でき

ることが示されている。郵貯ATMとの提携はこ

れまでは第二地銀が先行していたが、今後はそれ

以外の地銀においても提携を行う動きが広まって

いくものと思われる。

４．３ コンビニATM

銀行とコンビニとの提携は９８年１１月に三和銀行

がローソンと提携したのが最初とされている。こ

れは、ローソンの約２５０店舗に設置してあるダイ

エーOMCのCDから現金が引き出せるというもの

で、地銀では大垣共立銀行が９９年７月に、大阪銀

行とスルガ銀行が９９年１１月に参加している（ただ

し、現在のところ現金の入金はできない）。郵政

研究所が行っている「金融機関利用に関する意識

調査」のアンケート（平成１１年１１月実施）の結果

によると、ATM・CDがあったらよいと思う場所

のトップは「コンビニ」（４１．８％）となっており、

２位の「スーパー・ディスカウントストア」

（２５．４％）や３位の「駅・空港等交通施設」

（２２．８％）を引き離しており、顧客のニーズの高

さが伺える。コンビニは家の近くでちょっとした

買い物で気軽に立ち寄れるという身近さと、多く

の店が年中無休で２４時間営業しているという点で

顧客の生活との密着度は抜群であり、銀行にとっ

てもその点が大きな魅力となっている。ローソン

以降も都市銀行のさくら銀行とam／pmの提携や

イーネットの稼働開始、或いはイトーヨーカ堂に

よる決済専門銀行設立の構想等、コンビニATM

展開の動きは加速してきている。この中で、既に

サービスが開始されており、地銀が参加している

のはイーネットであるが、以下はその（２０００年４

月時点での）概要である。

（イーネットの概要）

イーネットは１９９９年９月に東京三菱銀行、第一

勧業銀行、さくら銀行、三菱信託銀行、ファミ

リーマート、日本IBMなど２５社の出資により設立

された。地銀では当初６行が参加したが、その後

追加参加の募集が行われ、２０００年４月現在で第二

地銀４行を含む３１の地銀が参加している（図表１０）。

また参加コンビニは当初ファミリーマート、サン

クス、サークルK、ミニストップ、スリーエフの

５社であったが、その後コミュニティーストアと

ポプラが参加して７社となった。

サービス内容は当初は現金の入出金（但し両方

とも紙幣のみ）と残高照会のみであったが今春以

降カード振込、定期預金作成、クレジットカード

キャッシングの機能が追加され、２４時間サービス

にも対応可能となった９）。このほかイーネットの

特徴としては、顧客がキャッシュカードを差し込

むと、提携銀行の画面が呼び出されてそれぞれの

銀行の取引操作を行う仕組みとなっていること、

営業時間や顧客から徴収する利用手数料等につい

ては提携銀行がそれぞれ独自に設定できること等

９）イーネット参加地銀の中では、千葉銀行が２０００年４月に２４時間営業を開始している。
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が挙げられる。

ネットワークについてみると、イーネット参加

コンビニ７社の９９年２月時点での店舗数の合計は

全国で１３，０００以上に及び、その分布状況を都道府

県別にみると（図表１１）のようになる。この中で

イーネット参加コンビニの店舗が全くない新潟県

を除いて最も店舗数が多いのは東京都で２，０５０店、

最も少ないのは和歌山県で１０店となっている。

イーネットは２０００年５月には５００のコンビニ店舗

にATMを設置し、さらに２００１年３月にはATM

設置店舗を５，０００に拡大する予定である。但し、

１３，０００以上のコンビニ店舗のうち、どの店舗に

ATMが設置されるかは今のところ不明である。

５ 今後の展望

地銀の店外ATMは第２節で見たようにこれま

で一貫してハイペースで増加を続けてきており、

銀行によっては有人店舗の倍以上の店外ATMを

展開するまでに至っているが、次の２つの要因か

ら今後は増加のペースは緩くなるものと思われる。

まず店外ATM網の効率性の問題である。店外

ATMは顧客の利便性の向上に大きく貢献するも

のではあるが、必要以上に数が増えればそれだけ

全体の効率性が低下するため、店外ATM網の拡

図表１１ イーネット参加コンビニ店舗数分布

出所：刀禰［１９９９］より作成

図表１０ イーネットへの参加を表明している銀行

地 方 銀 行（２７行） 第二地方銀行（４行）

青森銀行 武蔵野銀行 十六銀行 福岡銀行 京 葉 銀 行

みちのく銀行 千葉銀行 百五銀行 親和銀行 愛 知 銀 行

荘内銀行 横浜銀行 南都銀行 肥後銀行 名 古 屋 銀 行

山形銀行 北陸銀行 中国銀行 宮崎銀行 福岡シティ銀行

群馬銀行 北国銀行 広島銀行 鹿児島銀行

足利銀行 福井銀行 山口銀行 琉球銀行

常陽銀行 スルガ銀行 百十四銀行

出所：イーネットホームページより作成
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大の際には顧客の利便性と銀行の効率性のバラン

スが重要になる。実際これまで積極的な展開によ

り自前の店外ATMネットワークを充実させてき

た銀行の中には、新たに店外ATMを設置する代

わりに既存の稼働状態の悪い店外ATMを廃止す

るといったスクラップアンドビルト方式を強化し

て店外ATMの増加を抑える動きも見られる。し

たがって今後は、店外ATM比率の高い銀行を中

心にこれまで以上に効率を重視した配置を行う傾

向が強まっていくものと思われる。

次にコンビニATMの普及がある。コンビニ

ATMについては、身近な場所で何時でもATM

を使いたいという顧客のニーズと低コストによる

ネットワークの拡大という銀行のニーズに合致し

たものであり、今後さらに活発な展開が予想され

る。地域によってはコンビニの店舗がない、或い

は店舗数が非常に少ないところもあり、そのよう

な地域の銀行は参加のメリットが少ない場合も考

えられるが、全体的には参加銀行は今後も増えて

いくと思われる。そしてこのような動きは参加銀

行に重複する既存の店外ATMの整理を促す可能

性があると考えられる。

しかしながら、コンビニATMは銀行にとって

コストが安い半面、銀行とコンビニというこれま

でにはなかった異業種間の事業であり、ATM設

置店舗の選定等、運営の段階で両者の利害が一致

しない場合も想定される。また銀行にとって自前

の店外ATMと比較して若干不安定な要素がある

ことは否定できない。したがって、コンビニ

ATMが拡大しても銀行にとって自前の店外

ATM網が重要であることに変わりはなく、コン

ビニATMに参加する銀行にとって今後は自前の

店外ATM網の効率化を進めると同時に、コンビ

ニATMと自前の店外ATM網とをどのように効

率的にバランスさせていくかが課題となっていく

ものと思われる。
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